
平成 28 年 11 月

平成 29 年度 ※平成３０年度より上水道事業に統合するため平成２９年度のみの計画

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

5.3 千ｍ

15.5 千ｍ

165.7 千ｍ

％

③ 料　金

④ 組　織

（２）

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析
※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

平成２６年度実績で公表している経営比較分析表は別紙のとおりです。

平成２０年度、平成２３年度と段階的に料金改定を実施しました。料金収入は平成１９年度から比較すると約２倍の収入（注１）となっているた
め、企業債残高対給水収益比率（注２）が下がっており経営の改善に繋がっています。（別紙「経営比較分析表より）更なる改善に向け最終的
に再度料金改定を実施する予定です。
また、平成２４年度より一部の簡易水道において、施設管理を民間に委託してますが、大幅な人件費の削減までには至っていないのが現状
です。大幅な人件費の削減に至っていない理由としては、簡易水道統合事業の最終段階で人員が必要な時期であり、現状では人員を減らす
のが困難なためです。
このため、効果が表れるのは統合後となる見込です。
更に、維持管理費等の削減のため、施設・経営統合も平成１８年度から随時実施しており、現在、１０簡易水道から６簡易水道となっていま
す。

（注１）料金収入・・・平成１９年度 ３７，４９９千円、平成２０年度 ５０，５４３千円、平成２３年度 ７６，９７２千円
（注２）企業債残高対給水収益比率・・・給水収益に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標

施 設 利 用 率 48.9

策 定 日 ：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数 17

施　　 　設　　　　能　 　　力 2,430 ㎥／日

有 収 水 量 密 度

平成１７年３月に、旧鏡野町、旧奥津町、旧上齋原村、旧富村が合併し、新鏡野町が誕生しました。合併時、旧
鏡野町内の３簡易水道は料金改定を行わず、その他旧３町村の３簡易水道については料金を統一しました。そ
の後、平成２０年度、平成２３年度と段階的に料金改定を実施し、現在は２料金体系となっています。最終的に
再度料金改定を実施し、料金統一を図る予定です。（別表参照）

*1　「広域化」とは、①事業統合、②経営の一体化、③管理の一体化、④施設の共同化をいい、それぞれの内容は以下のとおりである。なお、将来の広域化に向けた他団体との勉強
会の設置や人事交流等について説明すべきものがあればその内容も記載すること。
①経営主体も事業も一つに統合された形態、②経営主体は一つだか、認可上、事業は別の形態、③維持管理業務や総務系の事務処理などを共同実施あるいは共同委託等により
実施する形態、④浄水場、配水池、水質試験センターなどの施設を共同保有する形態

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

平成２８年度現在、鏡野町上下水道課は、課長（１名）、課長補佐（２名）、技術職員（６名）、事務職員（３名）、水道整備員（３名）の計１５名で
業務を行っています。この内、水道係は、課長補佐（１名）、技術職員（３名）、事務職員（２名）、水道整備員（３名）の９名で内４名が簡易水道
事業の管理運営に携わっています。

これまでの主な経営健全化の取組

送　　水　　管

配　　水　　管

 施　　 　　　　設　　　　　 　数 

別添１－２

鏡野町簡易水道事業経営戦略

事業の現況

団 体 名 ：

事 業 名 ：

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法非適（平成３０年４月１日法適予定）

管 路 延 長

水 源

86

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 32 年 2 月 1 日

配水池設置数 33

導　　水　　管

　　鏡野町

　　簡易水道事業

計 画 期 間 ：

平 成 23 年 4 月 1 日

計 画 給 水 人 口 4,834

現 在 給 水 人 口 3,408

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

給水人口の予測

簡易水道事業の年間有収水量（過去５年間実績）は、多少の増減はありますが、ほぼ変動はなく平成２７年度の年間有収水量は３６７，５７８
㎥となっています。しかし、今後は町民の節水意識の高まりや節水器具の普及及び行政区域内人口の減少に伴う給水人口の減少が予測さ
れ、水需要の減少傾向が続くものと見込んでいます。

施設の見通し

本町が平成２７年度に作成した「鏡野町人口ビジョン」の人口推移により、行政区域内人口は２０１０年が１３，５８０人、２０４０年が９，５６９人
となり、２０１０年に比べ２０４０年の行政区域内人口は７０％程度の人口になります。　これを基に、人口増減率を算定した結果、１年間に１．
２％減少することになります。
このことより、平成２８年度末給水人口３，３６７人（見込）に対し、平成２９年度末給水人口は３，３２６人（見込）になります。今後も上記により
給水人口は減少していくと予測されます。

組織の見通し

簡易水道事業の施設利用率は、給水人口の減少等から４８．９％となっており、全国平均の５８．１％を下回っているため、施設利用率の向上
策として施設統合を実施し効率的な施設の利用を目指しています。
これに伴い、老朽管の更新事業も進めて行く計画ですが、法定耐用年数で更新するのは財政的に非現実的であるため、更新年数を法定耐
用年数×１．５倍（注１）に設定するとともに優先順位を決めて、更新計画を平準化していきます。
なお、現有管路のうち経年劣化資産（注２）は４．４％、老朽化資産（注３）は３．６％となっており、仮に２０５０年度まで更新事業を行わない場
合には老朽管路は８０．１％に達するため、更新事業を進める必要があります。

（注１）「鏡野町水道事業総合整備計画」で定めた１．５倍を採用（実使用年数で設定）
（注２）経年劣化資産・・・法定耐用年数の１．０～１．５倍の資産
（注３）老朽化資産・・・法定耐用年数の１．５倍を越えた資産

水需要の予測

料金収入の見通し

平成２３年度に実施した料金改定後の料金収入は、多少の減少はありますが、ほぼ変動はなく平成２７年度の料金収入は７７，７６１千円と
なっています。今後、給水人口の減少傾向が続く見込みのため、料金収入についても減少が予測されます。
また、簡易水道事業の収益的収支比率（注１）は、６２．２％となっており、全国平均の７６．０％を下回っているため、料金改定による経営改善
を検討したいと考えています。

（注１）収益的収支比率・・・給水収益や一般会計からの繰入金等の総収益で、総費用に地方債償還金を加えた額をどの程度賄えているかを
表す指標

上下水道課は水道事業とともに下水道事業を経営しています。平成３０年度からは、簡易水道事業と同様に下水道事業も地方公営企業法の
適用を行うため、２つの公営企業の運営を行っていくことになります。このことから、上下水道課一体となって事業の能率的な経営と公共性及
び企業性の発揮に努め、目標管理を徹底し、経営能力の向上を目指していきます。

水道事業の安全性、信頼性及び安定性のある事業を継続的に行い、町民へ安心・安全な水を安定的に供給することを目的とします。
また、一般会計からの繰入金に依存しない会計を目指し、維持管理費等の削減及び料金改定により、一般会計繰入金への依存低下を目指
します。



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

目 標
平成２９年度については、平成１８年度から実施している上水道事業統合に向けた施設整備を完了させます。
また、今後は耐震性のない管路の更新を行うことにより、耐震適合性を概ね１００％にすることを目標とすると共
に、上記２．（４）に記載した管路更新計画に沿った投資を行う予定です。

目 標
平成２９年度においては、料金改定の実施はありませんが、将来的に維持管理費等の経費削減を行いながら、
一般会計繰入金への依存低下を目指すため料金改定を実施し料金収入の増加を目指します。
また、国庫補助金等の対象になるものはこれを見込み、企業債の発行も必要に応じて行います。

②　収支計画のうち財源についての説明

平成２９年度は、平成１８年度から実施している上水道事業統合に向けた施設整備の最終年度になります。
今後は老朽管の更新事業を進めて行く計画ですが、法定耐用年数で更新するのは財政的に非現実的であるため、更新年数を法定耐用年数
×１．５倍に設定するとともに優先順位を決めて、更新投資の平準化を図ります。

料金収入については平成２７年度までの決算及び平成２８年度の決算見込みを考慮し、将来水需要に基づいて算定しました。
また、平成２９年度における建設改良事業の財源は、国庫補助金、企業債及び一般会計からの繰入金を財源とします。
今後発生する老朽管の更新事業についても、、国庫補助金等の対象になるものはこれを見込み、企業債の発行も将来世代が過度に負担す
ることがないよう抑制しながら必要に応じて発行していきます。

人件費については、近年、資本的支出に２名分・収益的支出に２名分を計上していましたが、平成２９年度については、収益的支出のみに４
名分を計上しています。これは、事業の減少により、起債の事務費が減少したためです。
今後は、統合による効率化と民間業者委託を検討しトータルコストを削減していきます。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

①　収支計画のうち投資についての説明

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

現時点では特にありません。

そ の 他 の 取 組 現時点では特にありません。

企 業 債

投資の合理化や効率化を進めても、なお不足する財源を確保するために、料金改定を検討します。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

簡易水道統合事業により施設・設備の廃止・統合を実施中です。

簡易水道統合事業により施設・設備の合理化を実施中です。

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

繰 入 金

料金関係業務・維持管理業務（一部実施中）の民間業者委託を検討します。

軽微な修繕については、直営にて修繕を行い修繕費の削減を検討します。

各施設の電気使用量を整理し、不要な施設については廃止等を実施しコスト削減を検討します。

料金関係業務・維持管理業務の民間業者委託（一部実施中）によりコスト削減を検討します。

そ の 他 の 取 組

動 力 費

職 員 給 与 費

現時点では特にありません。

そ の 他 の 取 組 現時点では特にありません。

投資の合理化や効率化を進めても、なお不足する財源を確保するために、企業債の発行を検討しま
す。

経営状況を見極めながら料金改定を行いますが、財政係等と協議を行い経営持続可能な繰入を検
討します。

トータルコストの削減を目指し、料金関係業務・維持管理業務（一部実施中）の民間業者委託を検討
します。

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

簡易水道事業については、平成２９年度末で廃止となり、上水道事業と統合するため、平成３０年度
からの経営戦略については、上水道統合後の会計（企業会計）で見直しを実施する必要があります。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

更新年数を法定耐用年数×１．５倍に設定するとともに優先順位を決めて、更新計画を平準化してい
きます。

広 域 化 現時点において、広域化に関して具体的な検討はしておりません。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組



簡易水道料金改定計画

超過料金 超過料金 超過料金

基本水量 料金 １㎥当り 基本水量 料金 １㎥当り 基本水量 料金 １㎥当り

香北簡易水道 旧鏡野町 １０㎥まで 2,400 240 １０㎥まで 2,400 240 １０㎥まで 2,400 240

中谷簡易水道 旧鏡野町 １０㎥まで 2,400 240 １０㎥まで 2,400 240 １０㎥まで 2,400 240

香々美簡易水道 旧鏡野町 0 500 60 １０㎥まで 1,500 60 １０㎥まで 2,000 200

奥津簡易水道 旧奥津町 １０㎥まで 1,050 52 １０㎥まで 1,500 100 １０㎥まで 2,000 200

上齋原簡易水道 旧上齋原村 １０㎥まで 1,050 52 １０㎥まで 1,500 100 １０㎥まで 2,000 200

富簡易水道 旧富村 １０㎥まで 1,050 52 １０㎥まで 1,500 100 １０㎥まで 2,000 200

超過料金

基本水量 料金 １㎥当り

香北簡易水道 旧鏡野町

中谷簡易水道 旧鏡野町

香々美簡易水道 旧鏡野町

奥津簡易水道 旧奥津町

上齋原簡易水道 旧上齋原村

富簡易水道 旧富村

１０㎥まで 統一料金 統一料金

平成２３年４月

基本料金基本料金

平成２０年４月

区　　　分

平成　　年　月予定

基本料金

区　　　分

合　　併　　時

基本料金


